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2. 1司 企業i訪災力の重要性

企業は、災害対策基本法上の解釈にもあるように、「企業市民」としての責務があり住

民(地域の防災組織等)と連携し、地域全体での対策=r地域防災」において必要な役割

を果たすことが望まれる。その地域防災を進めていくうえで、「防災協働社会Jという考え

方がある。「自助・共助町公助」が強国に結びつき、市民(地域)調企業鑑行政のパートナ

ーシップに基づ、いた社会を形成していくものである。大地震発生時の地域としての被害を

最小限に抑えるためには、地域と企業が連接し合い、それぞれの役割を果たすことが必要

であり、企業側から見ても大地震のような非常事態では、すべてを自社で完結することは

難しく、地域の復興なくしては自社ビジネスの安定は望めない。地域と連携して地震対策

を実施し、地域の早期復興に寄与することは、自社の被害軽減さらには事業継続につなが

っていくと考えられる。

しかし、多くの企業にとってどのような対策をとるべきか現状では明らかでなく、企業

の防災対策の理念を明確にし、具体的な防災力を測る評価方法を確立する必要がある。そ

のため、企業防災力を評価するための防災力ル子を作成し、これに基づいた企業の現状に

おける院災力について考察する必要があろう。

2-2. 防災力Jレテについて

(a)概要

関災力lレテとは、企業の防災力を測ることを自的として、どこに重点を置きながら対

策を講じればよいかを示す指針となるものである。ハード面だけでなく、経営的な視点な

どソフト面も含めた総合的な防災力を見る。

文献調査、実態調査、ヒアリング調査(豊田市内の企業 8社にヒアリング、新潟中越地

震で被災した企業(小千谷市、魚沼市などで調査)10社をヒアリングおよび実態調査)を繰

り返しながらアンケートを作成した。アンケートは2種類あり、簡易アンケートと詳細ア

ンケートを作成した。簡易アンケートはどの企業にも閉じ項臣で回答してもらい、基本的

な防災力について検討するためのものである。詳細アンケートは業種により質問項目が多

少異なり、簡易アンケートより深く踏み込んだ内容とした。調査後は、レーダーチャート

にて院災力の現状を視覚的にわかるようにして、今後の対策に活かせるようにしている。

(b)評価項自について

評価項目として、企業経営における 4つの経嘗資源としてのヒト、モノ、情報、金銭と

いう 4つの基本軸を考えた。また、ヒトは「訓練、対策J、モノは「現状、対策Jという項

目に分け、「情報」と「金銭Jに闘してはそのままの合計 6項目で構成することとした。各

項目の設問内容は以下の通りである。

表1 評{圃噴自の設問内容(抜粋)

防災訓練盟マニュアル配布など !物的現状耐震化、自家発電装置など

落下物関止、企業消防隊など :物的対策け家異の転倒防止、備蓄など
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金銭 j色震対策費用、保険加入など
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(0)調査結栗

これを基に、豊田市内の企業 20社を対象にアンケートを行った。その結果は以下の通り

である。

全企業の平均評価 I I (口製造業の平均

惑サービス業の平均

人的訓練

11  物的対策 人的対策

物的現状 情報

11  金銭

園 1 防災力評髄(全企業の平埼) 園2 業種による比較

今回調査した企業では「金銭」を除いて、平均的に防災力が優れており、「人的訓練Jr物
的現状Jr物的対策」などかなり高い防災力を備えていると言える。「金銭(資金)Jの値が

器かった理由として、関連する設問に囲答しなかった企業があったことが挙げられる。し

かし、資金面での備えがない場合に大きな被害を受けてしまうと、事業再開に向けて大き

な障害になるため、看過できない点であろう。

また業撞による違いを見ていると(図 2)、サーピス業に比べて製造業の方が高い防災力を

{賄えていることが分かる。

2-3. 今国の調査からの含意と示唆

今回の調査結果について、要因男1]に見てみると、「人的訓練」に対する取り組みは、全

体的に行われていることがわかった。中でも防災訓練や、社内での講習会、消火訓練など

はほとんどの企業が実施していた。逆に社員への初動マニュアルの配布が無い、避難経路

マップの設置場所が特定の場所のみもしくは設置していない企業も見られた。「人的対策J

i立、非常時の投割分担は比較的対策がされているが、企業消防隊はあるが活動していなし1、

一時避難場所の確保が十分ではない といったと問題点が多い。また、落下物からの防護

対策として、社員へのへんメットの配布なども検討する必要がある。

「情報Jは、行政が行う防災講演会の参加、非常時のリーダーの権限委譲、社内外の公

衆電話の確認、状況に応じた各種防災マニュアんの整備などは高いレベんで対東されてい

る。しかし、外来者への情報倍達方法の確立、取引企業への支援要請体制、外来者を対象

とした安否確認体制に闘してはほとんどの企業でイ可も行われていなかった。

「金銭JI立、他の項目に比べて評価が{互い。企業によってI志社員への災害保障制度、

地震対策費の確保などはしていない。また、非常時におけるメインバンクの対応について

も、機会をみつけて話し合うことも必要だろう。

「物的現状」は、地震強化地域の認識や、避難誘導灯の点検、防火設備の点検などはさ

れているが、建物の耐震化や補修の必要がある箇所の点検などがされていない。これは、

費用が多く必要になることもあり、なかなか槽穆に踏み切れないといったことも考えられ

る。「物的対策」は、火気設備の安全確認や出入り口の安全確認と確保、水、食糧、匪療用

具などといった備蓄の確保は進んでいるが、照明器具の落下防止、備品、棚などの転程IJ防

止対策はあまり行われていなかった。

企業の防災力向上は一朝一夕に行えるものではないが、それぞれの企業の状況に応じて、

適切な対応を取っていくことが求められる。
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